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る報告書 を公刊 してきた。 この報告は福祉評価の方法 とその指標を巡 る最近 の
理論展 開を顕著に表 している。 この報告の影響は想像以上 に大 きな ものであっ
て,こ れまで に様 々な評価が提 出されて きたが,そ の内容 は統計 的 ・技 術的観
点か らの修正 と拡張が大部分であって,多 くの批判 のなかには誤解 に基づ くも
の も散見 され る。本稿で は,こ の報告の概念的基礎が従来 の福祉評価の理論 と
は異 なる新 しい原理にあるとい う立場か ら,こ の報告に総合的 な評価 を与える
と同時 に,こ の原理の意義 を考察す ることに したい"。
1
最 初 に,本 稿 の 評価 対 象で あ るHDRの 主要 な特徴 を要 約 しよう。 こ こで は,
この報 告 を以 下 の観 点 か ら整 理す る。 それ は,〔1旧Dの 概 念 とそれ を指 標 化す
る試 み,② そ の背 景 にあ る経 済 システ ム に対 す る ヴ ィジ ョン と公 共 政策 の方 向
性 で あ る21。
この報 告 の核 心 は,「 ひ とが み ずか らの 暮 しを確 保 す る ため に,ど の よ うな
*本 稿 は 文 部 省 特 別 研 究 費 補 助 金 に よ る研 究 成 果 の 一 部 で あ る 。
1)以 下 で は,こ の 報 告 をHDR,福 祉 と発 展 に 関 す る新 しい ヴ ィ ジ ョ ン と し て 提 唱 さ れ るHu.
manDevelopmentをHD,その 指 標 で あ るHumanDevelopmentIndexをHDIと略 記 す る.
2)こ こで ② の 論 点 を検 討 す る 際 に は,基 本 的 な考 え方 に的 を 絞 っ て い る の で ,具 体 的 な 問 題 を 捨
象 して い る。 こ う した 問 題 の な か に は,財 政 シ ス テ ム の再 編 成,メ ゾ ・ポ リ シ ー(mesopolicy>
とい う公 共 政 策 の 形 態,国 際 的 な 観 点 か らみ た市 場 機 能 と再 分 配 メ カ ニ ズ ム,ま た 地 方 分 権 と非
政 府 組 織 の 機 能 な どが 含 まれ る 。 これ ら の 問 題 とHDR(1990,199ユ,1992)の詳 細 に つ い て は,
吉 川(1993)を 参 照 せ よ。 但 し,参 加 〔participation)の概 念 と非 政 府 組 織 の 機 能 に 関 す る 問題
は,と りわ けHDR〔1993)で 展 開 ざ れ て い る。
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もの を所 有 し,ど の よ うな存 在 で あ り,ど の よ うな行為 を なす べ きか ,と い う
様 々な選 択 に焦 点 を合 わ せ る」3)ところ にあ る。 そ こで,ひ とが実 際 に実 現 の機
会 を与 え られ てい る存 在 や行 為 の選 択 肢 が潜 在 能力(capabilities)と定 義 され ,
そ の観 点 か らひ との福 祉 が 評価 され る。 そ して,あ る時 点で 達 成 さ れて い る福
祉 水 準 と潜 在 能力 が拡 大 す る プロセ ス と して,HDが 把 握 され るので あ る。 こ
の こ とか らす る と,HDRの ヴ ィジ ョンが伝 統 的 な福 祉 評価 の理 論 とはか な り
異 な る ことがわ か る。伝 統 的 な理 論 は,最 大 多数 の最 大 幸福 を基 本 原理 とす る
功 利 主 義 の上 で構 築 され て きた ので あ って,厚 生経 済 学 の端 緒 にみ られ る通 り,
ひ との福 祉 の 多様 性 に慎 重 な配 慮 を示 した上 で経 済 的福 祉 に的 を絞 り,た とえ
ば1人 あた りの所得 や 財 の所 有 と消 費 の よ うに,貨 幣 的要 因 と関 連 させ る こ と
で福 祉 を評 価 し,客 観 的 な経 済分 析 の可 能性 を維 持 して きた ので あ る。 これ に
対 して,HDRで 提起 され てい る ヴ ィ ジ ョンは,所 得 や 財 の所 有 の観 点 か らで
は捕 捉 しきれ な い もの を取 り込 み なが ら,現 実 の人 間 の諸 機 能 の実 現 に踏み 込
んだ福 祉 評 価 を意 図 してい るので あ る。
次 に この概 念 を指標 化 す る際 の手順 を.見て み よ う。 まず 人 間生 活 の最 も基 本
的 な3つ の デ ィメ ンジ ョン と して,長 生 きで健康 な生 活 を送 る こ と,知 識 を得
て 自己 の潜 在 的個 性 を発揮 しなが ら社 会 生 活 に参加 す る こ と,相 応 の生 活水 準
を享 受 す る こと に注 目 し,こ れ らの指 標 として,(1)誕生時 の平 均 余命,(2識 字
率 と平 均教 育 年数 を合 成 した教 育 の達 成度,(3購 買 力 平価 で 表示 した1人 あ た
りGDPが 選択 さ れ る4,。そ こで,各 指標 の最 大 値(目 標 値)と 最 小 値 を決 定
し,各 指 標 の 目標値 ま での格 差 を最大値 と最小 値 の差 に対 す る比 率 で評 価 す る
と,そ の格 差が0か ら1ま で の 値域 で判 定 され る。最 後 に各指 標 を同 じウ ェ イ
トで合 成 して ユか ら差 し引 けば,HDIが 得 られ るわ けで あ る。 また こ うしてr






上 とのあ いだ に は自動 的 な結 び つ きな どないか ら,両 者 の よ り良 い関 係 を模 索
す る必 要 が あ る,と い う洞 察 が得 られ る。
それ で は福 祉 評価 の方 法 と発 展 目標 の概 念化 が こう した変容 を受 けた場 合 に,
経 済 シス テム に対 す る ヴ ィジ ョ ンは どうな るので あ ろ うか 。伝 統 的 な思 考 方法
に従 えば,経 済 シス テ ムの 中心 問題 は市 場 シス テ ムの効 率 的資 源 配分 にあ って,
も し市場 の失 敗 が生 じれ ば,「賢 明 な」 政策 主 体 と して の政 府 部 門が登 場 す る。
こ こで の政 府部 門 は,市 場 の失 敗 と称 され る各 種 の 問題 を手 際 よ く処 理す る主
体 で あ った り,停 滞 した経 済 を復興 す る投 資 主体 で あ った り,ま たあ らゆ る制
約 を顧 み ず に福祉 政 策 に没頭 す る慈 善 の 主体 として描 かれ る。 しか し,市 場 シ
ステ ムが 万能 で ない の と同様 に,政 府部 門が いつ で も賢明 な政 策 主体 であ る と
は 限 らな い5〕。 ここでHDの 観 点 か らみれ ば,経 済 シス テ ム の問題 は次 の点 に
集約 され る。 す なわ ち,公 正 競 争 の 舞台 と して の市 場 に人 々が 「参 加 」 して ,
潜在 的 な個性 を発 揮 す る機 会 をつ か み,公 正 な便益 の分配 を享受 で き るため に
は,い った い どの よ うな シス テ ムを構 築 すれ ば い い のか とい う こ とで あ る。 し
たが って,HDRの ヴ ィジ ョンにお いて は,安 定 した経 済 環境 を整備 す る と同
時 に,様 々 な利害 関係 を調 整 して,市 場 へ の参 加 権 を保 障 す る役割 を担 う公 共
部 門 自体 が,人 々 の選 択 の対 象 とな って い るので あ る6〕。
また こ う した ヴ ィジ ョンを背 景 とす る とき,公 共 政 策 の方 向性 も変 容 を受 け
る こ とに な る%従 来 の経 済 政 策 の特 徴 をみ て み る と,資 本形 成 の た めの 公共
投 資 の拡 大 や 民 間投 資 の効 率 的 促進 で あれ,生 産性 の上 昇 を意 図 した 人的 資本
の開発 で あ れ,そ の主眼 が 投資 に よ る経 済成 長 の達 成 にあ った こ とは 明白で あ










陣 す るた め の前提 条件 と して,基 本的欲 求 に関連 す る社 会 的優 先項 目に社 会が
直接 関与 し,ソ ウシ ャル ・ミニマ ム を保 障 す る ことで社 会 的正 義 を実 現 す べ き
で あ る とい う こ とに な るB}。こ こで,Bhagwati(1988)とStern(1989)に
従 って,貧 困 の改 善や 生活 水準 の向上 に関 す る公 共政 策 を直 接 的経 路 と間接 的
経 路 の観 点か ら識 別 す れば,HDRの 指 針 は前者 の優位 性 を意 味 して い る。 ま
た この ヴ ィジ ョンの も とで は,直 接 的経 路 を通 した 公共 政 策 の財 政 基盤 を整 え
る とい う意 味 で,社 会 全 体 の所得 の増 加 が必 要 とされ る に過 ぎない',。
II
こ こで,福 祉 と経 済社 会 の発展 に関 す る こう した ヴ ィジ ョンの概 念 的基 礎 を
考 えてみ る と,そ れ が伝統 的 な福 祉 評価 の理 論 とは異 な る新 しい原 理 に あ る こ
とが窺 える。確 か に,福 祉 を実 質所 得 で評価 しよ うとす る試 み は,福 祉 の源泉
の評 価 と して重 要 な意 味 を もって い る し,効 用 に焦点 を合 わせ る方 法 は,欲 望
充足 や幸 福 とい う感情 か らひ との福 祉 を証拠 立 て る手段 を与 え る。 また社 会 的
正 義 の 観 点 か らす れ ば,基 本 財 と格 差 原理 か ら構 成 され るRawlsの正 義 論 も
また,基 本財 を ソ ウシ ャル ・ミニ マ ム と して保 障す る とい う重 要 な視 点 を提 供 .
す る。 しか しなが ら,所 得 や財 の所 有 に固執 して いた ので は,ひ とが個 人 的特
徴 や社 会 的 な要 因 に依 存 しつつ,そ れ を うま く利 用 して人 間 と して の諸 機 能 を
実現 して い るのか どうか は わか らない 。 さ らに,大 きな不 平等 が持 続的 に維 持
され,権 利 や 自由 の略 奪 が慢 性化 した状 況 で は,実 現 の可 能性 が な い もの を切
望 し続 ける こ とは意味 が な い と感 じ,そ の見込 み を内省 的 に考慮 す る とい うこ
とが な くな る。 そ の結 果,こ の よ うな悲 惨 な状 況 に適応 す る形 で欲 求 が形 成 さ








もあ る。 これ に対 して新 しい 原理 の核 心 は次 の 点 に集約 され るで あ ろ う。 す な
わ ち,福 祉 を 評価 す るにあ た って は,所 得 と財 の所 有や 効 用原 理 の射 程か ら離
れ て,現 実 に達 成 され て い る生 き方 や機 会 とい う情 報 に注 目し,生 存 に追 われ
る人 々 に ソウシ ャ ル ・ミニ マ ム を保 障す る とい う観 点か ら社会 制度 の枠組 み を
選 択 して,社 会 的正 義 の 実現 をはか る とい う こ とで あ る。
本 稿 の基 本 的 な 立 場 は,HDRの 背 景 にあ る こ うした 原理 がSenの 「潜 在
能 力 ア プ ロー チ」(capabilityapproach)に関連 して お り,そ の特 徴 を把 握 す
れ ば,本 来評 価 され るべ きHDRの 特徴 も明 らか に な る,と い う ところ にあ る。
以 下で は,こ の概念 的基 礎 の特徴 を考察 して,HDRに 総 合 的 な評価 を与 え る
こ とに した い。
Sen(1990b)によ れ ば,こ の理 論 は 「社 会 的 コ ミッ トメ ン トと して の 個 人
の 自由」 に焦 点 を合わ せ る社 会 倫 理 学の 一見 解 で あ るが,そ こ には2つ の重 要
な意味 が 込 め られ て い る。 ひ とつ は,現 実 に達成 され て い る人 間 の諸 機 能 と機
会 を福 祉 評価 の情 報 的 基 礎 と して採 用 し,社 会 制度 を判 定 す る際 の 中心 的 な価
値 と考 え,そ れ を個 人 の 自由 とい う概 念 で把 握 す る こ とで あ るLω。 また ひ とつ
は,個 人 の 自 由 が 「利 害 調 整 の た め の 社 会 制 度 の 枠 組 み」(social
arrangements)に規 定 され て い る と考 え る こ とで あ るu〕。 この こ とか らす る と,
(1)福祉 評価 の情 報 的基 礎 と して の個 人の 自由 と② それ が社 会 制 度 の枠組 み に規
定 され て い る こ との含 意,と い う2つ の観 点 か ら この理 論 を考 察す る必 要 が あ
るけれ ど も,こ の節 で は前 者 の 内容 を考 察 して,後 者 の意 味 は 第W節 で 取 り扱
う。
まず 自由 の概 念 は どの よ うに規 定 され るので あ ろ うか 。 ここで は,個 人 の 自
由 が 「積極 的 自由 」 と 「消極 的 自由」 の2つ の観 点 か ら捉 え られて い る。 前者




いて重要 となる。 またこの点については,Sen(19906)の「訳者あとが き」 も参考 になる。
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の見方は,ひ とが ある行為や存在 を達成 しえるか どうかにだけ注 目す るもので
あ.って,あ ることを達成 しえない原 因が他者 による制限にあろ うと政府 による
禁止 であろ うと,そ のこと自体は問題 に しない。 これに対 して,後 者の見方 は,
他者 あ るいは国家 とその他 の制度が個人に対 して行使 しうる拘束がない ことに
注 目す る。そ して,現 実の諸問題 を自由の観点か ら考察す る際に,こ の2つ の
見方が相互 に密接 に関連 していることか ら,こ の両者の見方 を含 めた意味で個
人の自由を把握す るのであ るQ)。
次 に問題 となるのは個人の 自由の表現方法である。 まず,ひ とが実際 に成就
してい る客観 的状態一 ひ とが現実 にな しえる こと(doing)あるいは ひとが
な りえ る存在(being)一として定義された機能(functionings)の観 点か ら
ひとの福祉(well-being)を把握す る。 ここで,機 能 を達成 するプロセスは次
のように考 えることがで きる。ひ とはみずか ら所 有す る財 を利用 して,そ の固
有の特性を様々な個人的 ・社会 的要因 に依存 しつつ機 能 に変換す る13)。た とえ
ば社会生活 のなかで 自由に移動で きる機能を考えると,こ の機能 の達成 は自転
車な どの財 の所有 とそれを賄 う所得に依存す るだけではな く,そ の財の特性を
生かすための個人の身体的特徴や,安 全 な道路が備わ ってい るか ど うか とい う
社会的要 因にも依存す る。 しか し,ひ との生活 の良さを判定 しよ うと思 えば,
実際 に達成 された機能 に注 目す るだけでは不十分である。た とえば同 じ機能 を
達成 してい るPとqを 考える とき,も しPが 現実 に達成 している機能以外の選
択肢 をもっているのに対 して,qが 現実 に達成 している機能 しか選択で きない
とした ら,qよ りもPの 福祉を高 く評価 しなければならない ことは明 白であろ
う。 したが って,ひ との生活水準 の判定 にあたっては,「実現可能 なすべての
機能の組合せ」を評価 しなければならない ことになる。 この評価対象の空間が,
12)自由の概念についてはSen(1988a,19906)を参照せよ。そこでは2つ の自由の関連性が具体
的な例 を使 って説明されている。また元来の経済的自由の意味を,私 有財産制度のもとで得られ.




ひ と に 与 え ら れ た 「好 機 」(advantage)を表 す 「潜 在 能 力 」(capabilities)で.
あ り,こ れ が 自 由 の 表 現 形 式 に 他 な ら な い 陶。
III
以上 の考察か ら,福 祉評価 の情報 的基礎 を個人の自由にお くことの意味が明
瞭 になったで あろ う。 したが って,こ の考察 を踏まえれば,概 念 的基礎の観点
か らHDの 特徴 とその指標化の試みを評価 し,い くつかの論争点 に解決を与 え
ることがで きる。
まず第1に,.福祉 と経済社 会の発展 に関す るヴィジ ョンの革新性 を評価 しな
ければ ならない。 この ことは,福 祉評価 あるいは社会的 目標の合意形 成にかか
わ る情報的基礎の性格を評価す ることに他 ならないが,こ れまで に提 出されて
きた批判の多 くはこの論点を正確 に捉えていない。そ こで,こ の問題が途上国
の戦略 目標の変遷 と密接 に関連 していることを示 し,そ こか ら得 られ る洞察を
手がか りとして,こ のヴ ィジ ョンの特徴 を明 らか に し,い くつかの論争点に解
決を与 える必要があ る15〕。
第二次 大戦後か ら1960年代末 までの期 間は,概 ね経済成長(1人 あた り所得
の増加)が 究極的 な社会的 目標で あった。 この時期 には,Keynesの影響 も手
伝 って,集 計 的な国民所得やGNP指 標への関心が強か った。理論 的には経済
成長のための資本形成が重視され,と りわけ途上国で は貯 蓄不足が 問題 とな っ
て,貯 蓄率の増加 と資本援助 が政策的な関心 を集めた。1960年代 になると,い
わゆる残差要 因の経済成長への貢献が注 目され,教 育 ・人的投資 ・技術進歩 に
対する政策的関心が高 まると同時に,輸 入代替 を基礎 とす る工業化 の失敗か ら
貿易環境 が重視された。Amdt(1987>は,こうした認識 の変化 が経 済発展を
もっと複雑 なプロセスと してみ る契機を与 え,政 策 目標 としての発展 に関す る
　
14)潜在能力の概念は 「福祉 的自由」 とも呼ばれる。 またSen(1989b.1990a).は,潜在能力の拡
張を経済社会の発展と考えている。
15)戦略 目標の変遷を考察す る作業は容易ではないが,これまでに公刊された展望論文 と大きな影
響を残 した文献を,本 稿の評価 に関連する視点で再構成することは可能であろう。
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視 野が 修 正 され た と主 張 して い る。 しか しなが ら,社 会 的 目標 を形 成 す る際 の
情 報 的 基礎 は所 得 で あ った し,所 得 の成長 と福祉 の向 上 を識 別 しない 「経 済 成
長 至 上 主義 」 的 な傾 向が あ った こ とには違 い が な い。
それ で は この時 期 に は貧 困や分 配 に対 す る配慮 が なか った のか とい う とそ う
で はな い。確 か に この 時期 に は,社 会 全 体 の パ イの拡 大 を先 行 させ るべ きだ と
い う見 解 が一 般 的 であ った し,貯 蓄性 向 の低 い労 働 者 へ の所 得分 配 が経 済成 長
を制 約 す る とい う考 え方 が そ の根 拠 と して有 力視 され た の は事 実 で あ る16)。し
か し,こ の ヴ ィジ ョンは,パ イの拡 大 が貧 困 者 の所得 を増 加 させ,そ れ を源 泉
と して 生活 水準 の向上 を引 き出す ことが で き る,と い う 「浸 透 効 果 」の 想 定 に
支 え られて い た。 この 見解 はあ る意 味で保 守 的で あ る し,経 済 成 長至 上 主義 の
源 泉 で もあ った が,貧 困 に対 す る意識 が完 全 に欠 落 して い た とい うのは 過 ぎ た,
評価 で あろ うv)。
と ころが1970年代 に入 る と,浸 透 効果 が 十 分 に機 能 せず ,急 速 な経済 成 長 に
もか か わ らず貧 困や失 業 が減 少 す るこ とな く,か え って貧 富 の差 を拡 大 して い
る事 例 も明 らか にな って きた 。 この よ うな認識 が それ 以 降の発 展 目標 を,経 済
成 長 か ら所得 分 配 の公 平性 や基 本 的欲 求 の 充足 へ ζ移 行 させ たの は 当然 の こ と
で あ る。 また この こ とが契 機 とな って,福 祉 や発 展 に関 す る ヴ ィジ ョンが修 正
され,非 経 済的要 因へ の 関心 が 高 ま った ので あ る。 この こ とは,潜 在 能 力 ア プ
ロー チ の背 景 を考 え る場合 に非 常 に重 要 な位 置 を 占め て い る。 しか し,情 報 的
基礎 の観 点か らす る と,こ の時 期 の試 み もまた,所 得 や財 の所 有 に強 く拘 束 さ
れ て いた とい え る。
た とえ ば,AdelmanandMorris(1973)は,伝統 的 な 分 配 理 論 で は考 慮 さ








か ら,社 会文化 的指標 ・政治的指標 ・経済的指標を利用 して,こ うした要 因が
経済成長や所得分配 に及ぼす影響 を分析 してい る。 そ して,社 会経済的二重構
造 の変革 と政府 の人的資源 開発が所得分配 を規定 している とい う結果 をもとに,
浸透効果 の安易な想定を批判 し,倫 理的 な判断か ら所得分配の公平性 を優先 さ
せ る ことを主張 している。 またAdelman(1975)は,「発展」 政策の長期 的 目
標が,制 度的 な障害 を徐々に減 らして,国 民の人間 としての潜在能力 を十分 に
実現 させ る もので なければならない と主張 し,こ のための物質的基礎 を準備 し,
自己実現 のための障害を除去す るために必要な経済的条件 を確 立す ることが,
「経済」開発 の 目標 にな るとい う。そ して こうした考 え方が,非 物 質的な人 間
関係 を認識 した上で,個 人が評価す る福祉 に焦点を合わせ る ものだ と説明 して
いる。 このこ とか らすれば,確 かにこの一連の見解 は浸透効果 に対す る体系的
批判であ り,福祉評価の論点が変化 しつつあ ることを示 してい る。 しか し,実
際の戦略 として注 目され る人的資本の開発 と蓄積,あ るいは金融資産 と土地 の
再分配は,貧 困者 の所得の増加 への貢献 として捉え られ,自 由や権利の観点か
ら公正競争 のための市場 環境 を整 備す るとい う意味は十分 に認 識 されてい な
い18)0
また1980年代 に注 目を集めた基本的欲求の充足に焦点を合わせ るアプローチ
(basichumanneedsapproach>につ い て も同 じこ とがい える】9'。この理論 の
目的は,す べてのひとに十分な生活を送 る 「機会」 を保障す ることにあ って,
人間の基本的欲求 にかかわ る財 ・サー ヴィス(栄 養,健 康,住 居,安 全な飲料
水,下 水道,教 育 など)の 最低水準 の消費 に注 目す る。 したが って,貧 困の改
善 を考 える場合 には,所 得の不足 よ りも基本的欲求 の充足 の観点か ら貧困を定
義 し,そ の充足 のための政策 として,市 場 システムの効率性だ けに注 目す るの
18)ま たChenery,etal,(1974)は,急速 な 経 済 成 長 と不 平 等 な 所 得 分 配 の 共 存 を 認 識 し,集 計 的
な 所 得 の 成 長 とい う社 会 的 目標 へ の 疑 問 を示 して い る。 そ こで,政 策 全 体 を 包括 す る プ ロ グ ラ ム
デ ザ イ ンに 関 心 を 寄 せ,社 会 的 目標 と して 成 長 を と もな う所 得 の 再 分 配 に 注 目 し,貧 困層 の所 得
成 長 率 に 高 い ウ ェ イ トを 与 え る。 しか し,こ の 情 報 的 基 礎 も所 得 にあ る こ と に 変 わ りは な い 。
.19)こ の 理 論 につ い て はStreeten,eta[,(1981),Streeten(ユ986)を参 照 せ よ 。
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ではな く,公 共部 門が担 う供給 システ ム,貧 困者 の購買力,人 々の アクセスを
促進す る制度的要 因 とルールの決定に注 目する。 しか し,情 報的基礎 の観点か
らす ると,こ のアプローチ も基本財の所有 にだけ注 目す る傾 向を示 してい る。
以上の考察を踏 まえるならば,次 のような判断を下す ことがで きる。すなわ
ち,1970年代 にみ られた社会的 目標 の変容が,潜 在能力 アプローチに重要な示
唆 を与え うるものであ った ことを承認 しなければならないが,そ の伝統的な思
考方法の情報的基礎が所得 と財の所有 にあ った ことも明白な事実だ とい うこと
であ る。 したが って,情 報 的基礎 が機能 と潜在能力 に移行 した事実 とその意味
を了解 しないことには,か な り誤 った見方 を して しまうことになる。た とえば
Bhanojirao(1991)は,発展 に関す るヴィジ ョンが1960年代か ら変容 して きた
事実 を指摘 し,HDの 概念が こうした変容に対す る単 なるラベルに過 ぎない と
評価 してい る。 またHopkins(1991)は,HDの概 念的特徴 を人的資源 開発
の観点か ら捉え,教 育や人的投資 に注 目す る傾向が1970年代か らあった とい う
理由で,HDRは 無遠慮だ と批判 している。 さらに,こ の概念の意味 を基本 的
欲求の充足 と同列 に扱 う見解 も多数ある。 しか しなが ら,当 時の情報的基礎が
所得 と財 の所有 に拘束 されていた事実 を無視 し,こ の報告 の核心 を人的資源 開
発の観点 に閉 じ込めて単 なるラベ ルだ とみ ることは,こ の概念が間接的 に意味
す る内容 に固執 してい るに過 ぎない。 また,ひ との福祉 を評価す る際の情報的
基礎 を現実の機能 に取 り替 えて,基 本的な潜在能力に関す る平等 を要求すれば,
所得 と財 の所有 の観点では相対 的な格差が生 じうる し,ひ との欲求を生存 にか
かわ る基本的な段階に制限 してお く必要 もないのであ る。 したが って,基 本的
欲求の充足 が潜在能力 アプローチ と密接に関連 していることを承認す るとして
も,そ れ はむ しろ基本的潜在能力の達成にかかわ る政策戦略の問題であろう。
これ に対 して,Desai(1991)とAnandandRavallion(1993)は,HDの
概念的i琴礎 にまで遡 り,こ の論点をあ る程度正確 に把握 している。た とえば前
者の評価 は,こ の報告 の知的源泉が潜在能力アプローチと発展の非経 済的要因.
を指標化す る試みにあ ると指摘 し,こ れ らの成果 を吸収 した結果 として,孤 立
福祉評価の情報的基礎の変容とその意味(165)49
した私的消費には包摂 しえない広範な ものを個人的評価 のなか に取 り込む こと
が可能 とな り,功利 主義計算を克服す ることがで きた と評価 してい る20)。また
後者 の評価 は,生 活水準の改善 に関す る伝統 的 な方法の情 報的基礎が所得 に
あ った ことを指摘 し,そ れが潜在能力に変化 した ことを高 く評価 している。 し
か しなが ら,こ れまで の考察か らも明 らか なように,こ の概念的基礎 を功利主
義批判の観 点だ けか ら捉 えるのは一面的で あるし,発 展途上国の社会的 目標 の
変遷か ら得 られ る洞察 も,も う少 し広い観点か ら把握す ることがで きるのであ
る。
第2に,経 済成長 とHDの 関係 についての論争 点を考 えよ う。 この問題は社
会的 目標 の変遷 の背景 に一貫 して存在 して きた問題であ り,HDRで も絶えず
取 り上 げ られて きた。 まず発展 目標の変容に ともなって指摘 されて きた コンフ
リク トの性格をみてみ ると,そ れが情報的基礎を所得 においた場合 の効率性 と
公平性 の衝突で あ り,資源配分 の効率性 を高めて集計的な所得 を増加 させ る要
求 と所得 を平等 に分配す る要求 とのあいだに生 じるものであることがわか る。
これに対 して,HDRに 対す る評価が指摘 す るコ ンフ リク トは,異 なる情報 的
基礎 に関す る効率性 と公平性の衝突で あって,集 計的な所得全体の増加 と基本
的潜 在能力 の平等 との コンフ リク トであ る2"。このコンフリク トは,基 本的潜
在能力の平等の要求が直接的経路 を通 した公共政策を支持す るため に,そ の要
求が必然 的に所得移転 を意味す るとい う観点か ら問題 にされている。 ここで こ
の問題に対す るHDRの 処方 をみてみ ると,基 本的欲 求のアプローチが取 った
方法 を引 き継いで いる と思われ る。つま り,基 本的欲求 を充足す る ことや基本
20)Desaiは,潜在能力 を 「同時 に実現 可能 な願 望の小さな集合」 と捉 えて いる。またHDR
(1993,Technicalnote2)においては,貧 困線所得を境界 として異なるウェイ トを与える根拠 と
して,最 低限度の所得水準が達成されて,あ る財の集合の各々に対す る最低水準の消費が達成さ
れるまで は,計 算可能な効用な ど存在 しないとい う主張を挙げているが,こ れはDesaiの示唆
によるものであることが窺える。このことから考えると,彼 の功利主義批判の根拠 のひとつが効
用の通約性にあると判定できる。 しか し,効用の通約性に関連させて人間欲求の多様性 を主張す
るのであれば,そ れが どのような意味をもつのかを問題にすべきである。
21>集計的増加 を促す効率性の要求 と平等の要求とのコンフリク トに関す る議論 については,Sen
(1992)を参照せよ。
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的 潜在 能 力 を保 障 す る こ との 本来 の 目的 は別 の ところ にあ るが,人 的資 本 の質
の向上 を導 い て生 産性 の上 昇 を もた らす とい う理 由で,経 済 成 長 に も貢献 し う
る とい うので あ る。 またHDRは,潜 在 能力 の拡 張 を長 期 的 な 視野 で捉 え るな
らば,所 得 の成長 が 必要 不 可欠 で あ る と主張 してい る22〕。
第3に,HDの 概念 を指標 化 す る試 み を評価 しよ う。 この 試 みの 知 的源 泉 は
社 会 進歩 や 生活 水 準 の 「合成 指標 」 に関す る議 論 にあ る。 これ は途 上 国 の社 会
的 目標 の変 容 に と もな って展 開 され て きた もので あ って,代 替 的 な戦 略 目標 に
関 す る進 歩 を測定 す る指標体 系 を意 味す るz3)。HDRは,こ う した 試 み の なか
で,Morris(1979)のPQLI(PhysicalQualityofLifeIndex)に依拠 して
い る。 この合 成指 標 は,過 去 の成 果 を踏 ま えた上 で,基 本 的欲 求 の 充足 と社会
的便益 の分 配 の帰 結 を表 す社 会 的特性 に注 目 して,幼 児 の死 亡 率,1歳 で の平
均 余命,基 本 的 な識字 能力 か ら構 成 され てい る。 そ して,こ の社会 的特性 の観
点 か ら経 済社 会 の 成果 を見 直 して,国 民所 得 との あい だ に 自動 的 な結 びつ きが
ない こ とを認 識 して い る。 つ ま り,所 得 水準 が比 較 的 高 い に もかか わ らず 社 会
的特 性 か らみ た成 果 が小 さ く,所 得 水 準 が低 い に もかか わ らず 相 対 的 に そ の成
果 が大 きい事例 が み られ,所 得 と福 祉 の 関係 が非 線形 的で 非常 に多 様 であ る こ
とが示 されて い るので あ る。 この こ とは,従 来考 え られ て きた よ り も効 率 的 に,
一層 急 速 な テ ンポで貧 困の改 善 を可 能 にす るよ うな政 策 が
,各 国 の比 較研 究 か
ら得 られ る こ とを示唆 して い る。













るであろ う。実際,Morris(1993)はこの旨の批判 を展開 し,所 得 を含めた こ
とは後退 を意味す るとも主張 してい る。 またStern(1989)は,潜在 能力 の概
念 を通 して議論す るか どうかには関係な く,従 来か らこうした社会指標が利 用
されて きた と主張 してい る2%し か しここで もまた,そ の背景 にあ る概念的基
礎 の意味 を考慮 す ることが重要 である。す なわ ち,Basu(1987)が指摘す る
ように,所 得 と財の所有や効用理論を克服 し,現実 に達成 されている機能 と潜
在 的な機 会に注 目す ることは,福 祉や社会制度の評価 に非市場 データを利用す
ることの 明白な根拠 を与 えているのである。Sen(1985a)によれば,福 祉評価
の方法を分類す る基準は情報的基礎 と現実 に利用す るデー タにある。 この観点
か らす ると,伝 統的 な理論 は主 として市場 デー タに依存 して きたが,情 報的基
礎 を自由にお けば,現 実の機能 と機会を判定 しなければな らない し,豊 かな国
の高次化 した欲求 にかかわ る機能 も評価 しなければな らない。 したが って この
場合には,次 善 の策 として市場 データを利用す ることも可能であ るが,非 市場
的な直接的観察 とアンケー トを利用する必要が生 じるので ある。
そ こで こうした背景 に注意すれば,HDIに 対す る様々な批判 の射程が明瞭
になる し,HDIを 評価す る際にはHDの 概念 と指標を識別すべ きである と主
張す るHDR(ユ993)の真意 も了解で きる。実際の ところ,HDIは すべてを
指標化す るこ とな どで きない広範な概念を背景 として,基 本的欲求や分配特性
にかかわ る社 会的要因を超えて,現 実の機能 と好機 を評価 する ことを 目標 とし
てい るのである。そ こで過去 の合成指標 を参考 には したが,未 だに十分には表
示で きない側面を包括す るための次善の策 として所得指標 を取 り入れたのであ
り,従 来は明確 な方法論 を背景にす ることな く利用 していた社会指標を,ひ と
つの概念 的基礎で把握 してい ると考 えられ るのである。
24)こ の 他 に は ウ ェ イ トの 決 定 に 関す る批 判 が 多 い 。 ま たMcGillivary(1991)は,HDIに よ る
ラ ン ク と1人 あ た りの 所 得 に よ る ラ ン クが 類 似 して い る こ と を 示 して,HDIは 必 要 の な い 「余
分 な 」 指 標 だ と主 張 して い る。 しか し,こ こで 重 要 な こ とは 所 得 水 準 と生 活 水準 の非 線 形 的 な 関
係 で あ り,ラ ン ク の 類 似 性 で は な い 。 この 点 に つ い て は,HicksandStreeten(1979)が的 確 な
指 摘 を 行 っ て い る 。
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IV
最後に,少 しぽか りグラン ド・イ ッシュウ的な観点か ら,自 由が社会制度の
枠組み に規定 されてい ることの含意 を探 り,社 会制度の選択 と社会的正義 の実
現 とい う視点か らHDRの 意義 を評価 して,本 稿 を閉 じることに したい。
そ もそ もこ うした考 え方は,実 践的な洞察 と経済理論の合理性 に関す る仮説
との矛盾 に由来す る25,。つま り,自 己の利益 の追求あるいは選択の内部整合性
を前提すれば,社 会的諸 関係 と制度的な枠組みのなかで多 くの社会集団に帰属
し,多様 なア イデ ンテ ィテ ィを もつ社会的人格 としての個人が,そ れを背景に
様 々な要請 を受けつつ,利 己的欲求の追求には包摂 しえない他 者へ の配慮や社
会的 目標 などの多様な動機 を もっている,と い うことがみ えな くなる。 さらに,
その結果 と して得 られ る帰結は,社 会的 な囚人のジ レ.ンマの状態に他な らない,
そ こで,こ うした合理性の仮説が現実の直観 と矛盾す るとい う疑問が生 じ,思
慮深い倫理的判断 を備 えた社会的人格 と しての人間像を取 り戻 そ うとするので
ある。た とえば,自 己の私益 の観点か らすれぼ,実 際には もっと高い厚生が得
られる と期待で きるものを選択せずに,み ずか らの厚生が低下す ることを承 知
の上で,他 の選択肢 を選ぶ とい うことが起 こ りうる。理論的 には,こ うした社
会的人格 としての個人の行為は厄介な問題 を提 出するが,現 実にはむ しろ頻繁
にあ って,こ うしたコ ミッ トメン トが社会的正義 の実現 と社会制度 の選択 に密
接 に関連 しているのであ る。
もしこうした思慮深い倫理的判断を備 えた人間像を取 り戻 し,社 会評価の情
報的基礎 として個 人の 自由に注 目し,そ れが利害調整 のための社 会制度の枠組
みの所産で あると考えたらどうなるであろ うか。そ うす ると,人 間の基本的欲
求や生命にかかわる基本的な機能一 た とえぼ,適 度 な栄養状態 にあ ること,
健康であること,乳 幼児の うちに死亡 しない ことなど一 を達成す ることにつ
いては,社 会構成員のすべてが 明白な理由で合意す るであろ うし,社 会 的合意
25)この点については,Sen〔1977,19856,19906)を参照せよ。
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が得 られ る機能 は次第に高次化する可能性 もある。そ して,こ れ らの自由がヘ
ルスケアや初等教育や食糧供給 のシステム と密接 に関連 し,社 会制度の枠組み
に規定されている ものであ ることが承認 され るなら,社 会的人格 としての個人
は絶 えず 内省 と思慮に基づいて社会制度の選択 を行いつつ,公 正競争 システム
としての市場機構 の舞台 に参加す るこ とになるで あろ う。つま り,「もし諸個
人が狭 い視野で 自己の利益 だけを妥協 の余地な く促進す る存在以外 のなにもの
で もない とする と,ど のような改革 の提案であ っても,そ こからなんらかの損
失を被 る人々は こぞ ってその案 に反対するので,正 義 の希求 はあ らゆ る段階で
妨害を受 けることにな る。反対 に,社 会的人格 としての個 人が他者への共感や
倫理規範への コ ミッ トメン トのように,自 己の利益に とらわれない価値観 と目
標の担い手であると考 えるなら,社 会正義の促進が耐 えざる妨害 に直面す る必
然性 はな くな る」拓'のであ る。 これ に対 して,実 際の社会 にはなんの異論 も反
論 もない し,改 革を叫ぶ声 も聞かれ ない とか,そ れが文化性 によるものだか ら
仕方が ない とい う理 由で,あ か らさまな自由や権利の略奪 を承認 して しまうこ
ともあろう。 しか し,真 の機会 と希望を保障 し,そ れ を現実 の もの として真剣
に熟慮す る好機が与え られたとすると,人 々は違 った選択 をす るか もしれない
し,た とえ以前 と同 じ選択 を して も,拡 大された機会のなかでそれ を選択 して
いることの意味は重要である。
こう した考え方は,利 己主義 的欲求の追求 と並存す る社会的人格 としての動
機 をもち込む ところで,社 会的正義 と倫理性の含意を導きだそ うとす るすが,
客観 的な経済法則 との関係性を明確 にす ることな く,突然倫理性が導 入されて
くるきらいがあることは確かであ る。 しか しなが ら,現 実 の不確実性 をにらみ
なが ら,ひ との福祉 と好機 をある範 囲内で確実に保障す る社会制度の枠組みを
模索す る場合 に,市 場機構 の効率性 と賢明な政府部門にすべての解決を委ね た
り,生 産手段 の共有にすべてを放任す ることもで きない し,単 なる財 と所得 の
所有 の観点か ら福祉や社 会制度の枠組みを評価す ることもで きない,と い う見
26)Sen(19906),p.54.邦訳p.84
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解 に は重 要 な意 味 が あ る。 も しこ う した問題 意 識 を理 解 して,経 済 社 会 の発 展
が試 行 錯 誤 を繰 り返 しな が ら徐 々 に達成 され る こ とを了解 す るな ら,福 祉 と発
展 に関 す るこ う した ヴ ィジ ョンの含 意 とそれ を基礎 に提 示 され る指標 が もつ 意
味 を,も う少 し別 の 角度 か ら捉 え る ことがで き るの で は ないだ ろ うか。
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